
番号

25年度

予
算
の
状
況 繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
2,286,207

2,396,312 2,400,335

補 正 予 算 （ 千 円 ）
△ 38,480

2,214,615

24年度

2,176,135

22年度

0

2,176,135

23年度

△ 121,668

2,348,964

0

26年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

070,297

2,005,210

【政策ごとの予算額等】

1評価方式適正な公文書管理の実施政策名

2,054,457

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価の測定指標としている「行政機関において管理する行政文書ファイル等の移管又は廃棄の措置（レコードスケジュール）」に関する業務
は、一般行政経費以上の予算措置を必要とする業務ではないため、政策評価結果による平成２６年度概算要求額への反映はない。
なお、公文書管理制度の適正かつ円滑な運用に係る経費については、過去の執行状況を踏まえ積算内訳を見直すことにより概算要求額の減額に努め
ている。

2,448,070

2,348,964

△ 110,105

2,286,207

2,277,130
執行額（千円）

2,330,335



番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 内閣本府

● 2

● 3

● 4

◆ 1 一般 内閣本府 評価対象外

◆ 2 一般 内閣本府 評価対象外

◆ 3

◆ 4

2,054,457

の内数

1,919,695

(82,688)
82,688

の内数

1,944,465

45,928

26年度
概算要求額

52,074

の内数

52,074

の内数

2,005,210

の内数

の内数

2,002,383

予算額

独立行政法人国立公文書館施設整備
費

事項

小計

小計

独立行政法人国立公文書館施設整備に必要な経費

独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必要な経費

14,817

1,990,393

合計

適正な公文書管理の実施 1

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

独立行政法人国立公文書館運営費

政策名

対応表に
おいて●
となって
いるもの

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

公文書等管理政策に必要な経費

項

公文書等管理政策費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計25年度
当初予算額

14,817



【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 1
（千円）

25年度
当初

予算額

26年度
概算要求額

増減

整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)事務事業名

合計

予算額

適正な公文書管理の実施政策名

政策評価結果の概算要求への反映内容



当初予算（a）

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

基準値 目標値

23年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

59.6% - - - 59.6%
平成25年度中

公表予定

設定割合
対前年度比

増

- - -

レコードスケ
ジュール早期
設定の促進、
設定状況の調

査

設定割合対前
年度（59.6%）比

増

、

施策の概要
行政機関において公文書等の管理に関する法律（以下「法」という。）に基づく適正な文書管理がなされるとともに、歴史
資料として重要な公文書その他の文書（歴史公文書等）の確実な移管がなされるよう、公文書管理制度の適正かつ円
滑な運用を図る。

平成24年度内閣府本府政策評価書（事後評価）
（内閣府24－1（政策１－施策①））

施策名 公文書管理制度の適正かつ円滑な運用〔政策１．適正な公文書管理の実施〕

達成すべき目標
公文書管理制度の推進により、行政文書等の適正な管理を図るとともに、公文書管理制度の円滑な運営と効果的・効
率的な実施を図る。

施策の予算額・執行額
等

区分 22年度 23年度 24年度 25年度

予算の
状況

（千円）

70,505 19,934 18,884 17,192

― ― ― ―

施策に関係する内閣の
重要政策（施政方針演
説等のうち主なもの）

特になし

― ―

70,505 19,934

執行額（千円） 43,381 19,611

施策に関する評価結果

目標の達成状況

平成24年度末時点において管理する全行政文書ファイル等のうちレコードスケ
ジュールを設定した行政文書ファイル等数の割合が、目標値となる前年度
（59.6%）を上回るように努めた。

目標期間終了時点の総括

【目標の達成状況の検証】
平成23年度末時点の全行政文書ファイル等のうち、レコードスケジュールを設定
済みである行政文書ファイル等数の割合(測定指標の基準値)は59.6％であった。
平成24年度の数値については、対象機関・対象ファイル数・調査項目が膨大であ
ることから、現在、集計中であるが、速やかに公表するよう努める。
 

【今後の方向性】
引き続き、新規に作成・取得した行政文書ファイル等とともに法施行前に作成・取
得した行政文書ファイル等についても保存期間満了日に近いものから順次作業
を進めていくように周知を努め、レコードスケジュールの設定を推進してまいりた
い。
レコードスケジュールの早期設定を着実に定着させるため、研修等において周知
を図るとともに、行政文書管理状況報告の取りまとめを通じて行政機関における
文書管理状況の精査、検討、分析を行い、適正な文書管理の確保に取り組んで
まいりたい。

測定指標

行政機関において管理する行政文書ファ
イル等の移管又は廃棄の措置（レコードス
ケジュール）の設定状況
→当該年度末時点において管理する全行政文書
   ファイル等   のうち、レコードスケジュールを設定
   した行政文書ファイル等数の割合（％）。

実績値

年度ごとの目標値

学識経験を有する者の
知見の活用

各行政機関から提出される平成24年度行政文書管理状況報告の概要を取りまとめ、公文書管理委員会に報告を行
い、公文書管理法の運用状況について点検を行う予定である。

政策評価を行う過程に
おいて使用した資料そ
の他の情報

・平成23年度における公文書等の管理等の状況について（平成25年2月内閣府大臣官房公文書管理課）

担当部局名 大臣官房公文書管理課 作成責任者名
公文書管理課 課長

笹川　武 政策評価実施時期 平成25年９月


